
事 業 概 況 （令和８年９月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和８年度労災保険業務機械処理の令和８年９月末現在における保険給付支払総額は 3,701億円で、前年同期に比べて

2.9％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,574億円で 42.5％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,358億円で 36.7％を占めている。以下、休業補償給付が 13.9％、障害補償一時金が 4.2％、遺族補償一時金が 1.2％、

介護補償給付が 1.1％、二次健康診断等給付が 0.3％、葬祭料が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 10.2％増、遺族補償一時金が 5.3％

増、療養補償給付が 4.9％増、休業補償給付が 4.8％増、障害補償一時金が 3.5％増、介護補償給付が 1.7％増、年金等給

付が 0.7％増となっているのに対し、葬祭料が 4.3％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,384億円で37.4％、「建設事業」が947億円で25.6％、

「製造業」が 791億円で 21.4％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 2.0％、「林業」が 1.2％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が 7.1％増、「その他の事業」が 7.0％増、「船舶所有者

の事業」が 4.1％増、「運輸業」が 3.6％増、「製造業」が 1.0％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給

の事業」が 7.8％減、「林業」が 5.1％減、「鉱業」が 4.6％減、「建設事業」が 0.2％減となっている。（第２表） 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 359,529,599 100.0 1.2 370,132,626 100.0 2.9

療 養 補 償 給 付 129,514,263 36.0 3.1 135,830,244 36.7 4.9

休 業 補 償 給 付 48,944,725 13.6 0.6 51,316,304 13.9 4.8

障 害 補 償 一 時 金 14,926,510 4.2 6.1 15,451,101 4.2 3.5

遺 族 補 償 一 時 金 4,049,487 1.1 2.7 △  4,264,853 1.2 5.3

葬 祭 料 905,282 0.3 10.7 866,078 0.2 4.3 △  

介 護 補 償 給 付 3,957,828 1.1 5.7 4,023,288 1.1 1.7

年 金 等 給 付 156,335,395 43.5 0.6 △  157,393,476 42.5 0.7

二次健康診断等給付 896,109 0.2 15.3 987,283 0.3 10.2

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

令和7年度　7年9月末 令和8年度　8年9月末
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると遺族補償年金が 881億円で 55.9％と最も大きく、次いで障害補償年

金が 604億円で 38.4％、傷病補償年金が 89億円で 5.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 511 億円で 32.5％、「製造業」が 431 億円で 27.4％、

「その他の事業」が 360億円で 22.9％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 3.2％、「林業」が 1.5％、「漁

業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 359,529,599 100.0 1.2 370,132,626 100.0 2.9

林 業 4,873,844 1.4 1.7 △  4,625,480 1.2 5.1 △  

漁 業 898,164 0.2 2.9 △  962,041 0.3 7.1

鉱 業 7,893,112 2.2 9.0 △  7,532,377 2.0 4.6 △  

建 設 事 業 94,855,304 26.4 0.5 △  94,653,285 25.6 0.2 △  

製 造 業 78,257,149 21.8 1.1 △  79,059,772 21.4 1.0

運 輸 業 41,021,605 11.4 3.6 42,485,328 11.5 3.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 814,146 0.2 13.7 750,241 0.2 7.8 △  

そ の 他 の 事 業 129,318,994 36.0 4.2 138,402,041 37.4 7.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,597,281 0.4 1.5 △  1,662,060 0.4 4.1
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和7年度　7年9月末 令和8年度　8年9月末

令和8年度　8年9月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 60,428,499 88,057,482 8,907,495 157,393,476 100.0

林 業 673,343 1,597,955 92,732 2,364,030 1.5

漁 業 142,282 455,834 11,490 609,607 0.4

鉱 業 501,819 4,020,750 519,779 5,042,348 3.2

建 設 事 業 15,593,283 32,281,634 3,235,212 51,110,128 32.5

製 造 業 20,920,724 20,810,934 1,410,392 43,142,050 27.4

運 輸 業 7,011,766 10,099,995 1,001,731 18,113,492 11.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 97,565 291,294 15,821 404,680 0.3

そ の 他 の 事 業 15,282,191 18,130,066 2,593,767 36,006,024 22.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 205,525 369,019 26,572 601,117 0.4

構 成 比 38.4% 55.9% 5.7% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和８年度労災保険業務機械処理の令和８年９月末現在における保険料徴収決定済額は 9,841億円で、前年同期に比べ

て 4.3％増となっている。保険料収納済額は 4,511億円で、前年同期に比べて 5.4％増となっている。また、収納率につい

てみると 45.8％となっており、前年同期に比べて 0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 5,097 億円で 51.8％と最も大きく、次いで「建設

事業」が 1,931 億円で 19.6％、「製造業」が 1,739 億円で 17.7％を占めている。以下、「運輸業」が 8.3％、「船舶所有者

の事業」が 1.4％、「林業」が 0.5％、「漁業」、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.2％とな

っている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

令和7年度 令和8年度 令和7年度 令和8年度 令和7年度 令和8年度

　業　種 7年9月末 8年9月末 7年9月末 8年9月末 7年9月末 8年9月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 943,328,704 984,107,053 100.0 4.3 428,024,951 451,122,346 100.0 5.4 45.4 45.8

林 業 5,086,339 5,276,782 0.5 3.7 2,399,046 2,541,668 0.6 5.9 47.2 48.2

漁 業 1,966,070 1,997,726 0.2 1.6 865,715 894,800 0.2 3.4 44.0 44.8

鉱 業 2,261,594 2,263,735 0.2 0.1 866,496 894,457 0.2 3.2 38.3 39.5

建 設 事 業 185,541,233 193,079,515 19.6 4.1 90,876,015 96,131,143 21.3 5.8 49.0 49.8

製 造 業 167,602,938 173,901,652 17.7 3.8 69,147,059 72,588,330 16.1 5.0 41.3 41.7

運 輸 業 78,289,900 81,875,416 8.3 4.6 29,354,428 31,081,183 6.9 5.9 37.5 38.0

電気、ガス、水道
又は熱供給の事業 2,418,384 2,423,354 0.2 0.2 1,071,894 1,052,363 0.2 1.8 △  44.3 43.4

そ の 他 の 事 業 487,543,680 509,731,487 51.8 4.6 228,133,651 239,953,606 53.2 5.2 46.8 47.1

船舶所有者の事業 12,618,566 13,557,385 1.4 7.4 5,310,646 5,984,796 1.3 12.7 42.1 44.1

構成比
対前年
同　期
増減率

構成比
対前年
同　期
増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


